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背景

2020 年に施行された「中華人民共和国外商投資法」の経過措置適用期間終了まで残り 1 年、外資投資企業が組織ガバナ

ンスの見直し等を対応する際に、留意すべきポイントや考え方について解説します。

詳細

外商投資法による組織変更における留意事項

2020 年 1 月 1 日に施行された「中華人民共和国外商投資法」により、従来、外商投資企業を規律してきた「三資企業法」が

廃止され、外商投資企業も内資企業と同じ「会社法」が適用されることとなりました。既存の外商投資企業については、施行

後の 5 年以内（即ち 2024 年 12 月 31 日まで）に「会社法」に基づいた組織ガバナンスの見直しが必要になります。期限ま

でに対応しない場合には法令違反となり、会社の運営もしくは増資、持分譲渡、撤退等の手続に悪影響をもたらす恐れがあ

るほか、違法状況が公示される可能性もあります。



PwC 中国 日本企業部ニュースレター 
 

2 PwC 

社内ガバナンス体制の見直しには、多数の留意事項が存在しており、かなりの時間を要するため、早急にタイムラインや準備

事項について社内検討を行うことが望まれます。 
 会社定款の変更 
 株主会の新設 
 董事会人数・任期・任免制度 
 合弁契約の見直し 
 中方との交渉（合弁・合作企業） 
 国有企業の内部報告（合弁・合作企業） 
 持分割合の変更（合弁・合作企業） 
 土地利用契約の更新（合弁・合作企業） 
 合作・合弁関係の解消等（合弁・合作企業） 
 その他の検討内容 

 
新規定と現行規定との間に差異が存在するため、会社として取るべき措置、実施のタイミング、それに伴うリスクは、上記事項

において企業が直面する重要な課題となり得ます。 
 
企業は、外商投資法を正確に理解することで、外商投資法の要求事項に対する自社の現状を把握・分析・評価し、潜在的な

問題点を洗い出し、中長期的な企業の持続的発展や企業価値向上の観点から、ガバナンスを強化し、ガバナンスの変化に対

応するための様々な措置を実施することが可能となります。また、自社のガバナンス体制を中国の他の企業の例と比較するこ

とにより、自社の立ち位置を確認し、目標を設定することが可能です。 
 
 
 

お問い合わせ  
 
本記事に記載されている事項が貴社のビジネスに与える影響についてより詳細なご相談を希望される場合は、下記までご連

絡ください。 
 
PwC 中国 
高橋 翔太 
日本企業部 パートナー 

shota.s.takahashi@cn.pwc.com 
 
 
（注）中国語訳文のご利用にあたって 
中国語訳文は日本語版を基にした翻訳であり、参考資料としてご提供するものです。翻訳には正確を期しておりますが、日本

語版と解釈の相違がある場合は、日本語版に依拠してください。 
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中国《外商投资法》下的组织治理变革思考 
2023 年 11 月 

 

背景 

《中华人民共和国外商投资法》于 2020 年生效，目前距离过渡期结束还有一年时间，本此解说将介绍外商投资企业在评

估其组织治理和采取措施时应注意的事项以及应考虑的因素。 

内容 

根据《外国投资法》进行重组时应注意的要点 
 
2020 年 1 月 1 日生效的《中华人民共和国外商投资法》废除了之前规范外商投资企业的“三资企业法”，外商投资企业现

在与内资企业适用相同的《公司法》。 现有外商投资企业必须在《公司法》实施后五年内（即 2024 年 12 月 31 日之

前）根据《公司法》评估其组织治理。如未按期完成，将构成违法，并可能对公司经营或增资、股权转让、撤资等程序造

成不利影响，还可能导致违法情况被公之于众。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



PwC China JBD Newsletter 
 

4 PwC 

由于内部治理的评估涉及多方面的考虑，需要相当长的时间，因此建议尽快开始时间表和准备事项相关的公司内部讨

论。 
 修订公司章程 
 成立股东会 
 董事会成员人数、任期和任免制度 
 更新合资协议 
 与中方谈判（合资企业/合作企业） 
 国有企业（合资/合作企业）的内部报告 
 股权比例变更（合资企业/合作企业） 
 更新土地使用协议（合资企业/合作企业） 
 解除合资/合作企业关系等（合资/合作企业） 
 其他考虑因素 

 
新法规与现行法规之间存在差距，应采取的行动、实施的时间以及相关风险是企业在上述项目中面临的重要问题。 
 
在准确了解《外商投资法》后，企业可通过了解、分析和评估自身在该法要求方面的现状，找出潜在的问题，并从公司

的可持续发展和中长期提升企业价值的角度出发，实施各种改善治理的措施，以提高组织和应对治理变化。 此外，还可

考虑将公司的治理制度与中国其他公司的范例进行比较，为公司制定基准和目标。 
 
 
咨询 

 
如果您想更详细地讨论本文中讨论的问题对您企业的影响，请联系。 
 
PwC China 
高桥 翔太 
日本企业部 Partner 
shota.s.takahashi@cn.pwc.com 
 
 
注意：中文译文的使用 
中文译文以日文原文为基础，仅供参考。 尽管我们已尽力确保译文的准确性，但如果在解释上与日文版本有任何差异，

则应以日文版本为准。 
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